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１． 計画策定の目的

上関町の公共交通機関は、路線バス、町営バス、タクシー及び離島航路で構成されています。

近年、高齢化と人口減少が著しく進んでおり、生活維持のため高齢になっても運転免許を手放

せないドライバーが多くいます。また、生活必需品等を購入するために近隣の市町に向かう高

齢者や、町内から周辺自治体の高校に通学する高校生を中心に、公共交通が利用されていま

す。

近年、少子高齢化や自家用車中心の生活の定着に伴い、公共交通の利用者数が減少していま

す。公共交通を維持するための自治体からの財政負担が増加していくことに加え、いわゆる

「2024年問題」といわれる公共交通の担い手不足の深刻化などにより、公共交通のサービス

低下（廃止・減便等）につながっています。特に、上関町においては、令和5年12月末から町内

唯一のタクシー事業所の運転手がいない状況にあり、公共交通事業の持続可能性が低い状況

にあると言えます。

一方で、高齢化に伴う免許返納者数の増加や、高校再編等の影響による通学ニーズの変化な

どを受けて、自家用車を運転できない人を中心とした公共交通の果たすべき役割がより重要

になっています。

こうしたことから、公共交通事業の持続可能性を高め、公共交通が果たすべき役割を達成でき

るようにすることが求められています。そこで、公共交通を多様な主体で共創し、連携を強化

することをめざし、今後の公共交通施策のマスタープランとなる「上関町地域公共交通計画」

を策定します。

第1章. はじめに

本計画の対象区域は、上関町全域とします。また、地区の公共交通の検討にあたっては、以
下の図のように地区を設定して進めていきます。

2.計画の区域

室津地区

上関地区

戸津・中の浦地区

蒲井地区

白井田地区

四代地区

祝島地区

八島地区
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3.計画の期間

令和６年度～令和10年度の5年間

4.計画の対象

⚫ 路線バス、町営バス、船舶、個別輸送サービス（一般乗用タクシー等）を本計画の対象とする

「公共交通」とします。

路線バス

公共交通

町営バス

船舶

個別輸送サービス（一般乗用タクシー等）

地域の輸送資源

スクールバス

外出支援サービス
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5.計画の位置付けと役割

⚫ 本計画は、令和5年に改正された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく

計画です。この法改正により、多様な主体との共創、連携強化等を通じて、地域公共交通の

リ・デザイン（再構築）を進めることが求められています。

⚫ また、町の最上位計画である「第5次上関町総合計画」及びその他関連計画との整合を考慮

しながら、上関町の公共交通政策の方向性を示すマスタープランに位置づけます。

国の法令等

地域公共交通の活性化及び
再生に関する法律（令和5年改正）

町の将来像 （最上位計画）

第5次上関町総合計画

町の公共交通政策のマスタープラン

上関町地域公共交通計画
その他関連計画

福祉、産業
地域振興 等整

合

本計画の位置づけ
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① 最上位計画

② その他関連計画

計画名 第5次上関町総合計画

計画の期間 令和2年度～令和6年度

策定年月 令和2年3月

上関町のめざすべき姿 花咲く海の町・上関

まちづくりの姿勢 あたたかく、いきいきと、のびやかに、うるおいのある町

公共交通に関連する内容 ⚫ バス運行の改善

⚫ 離島航路の改善

⚫ 遠距離通学の児童生徒に対し、公共交通機関の定期券支給等

の支援事業

計画名 上関町過疎地域持続的発展計画

計画の期間 令和3年度～令和7年度

策定年月 令和3年12月

公共交通に関連する内容 ⚫ バス運行の改善

⚫ 離島航路の充実

計画名 上関町まち・ひと・しごと創生総合戦略

計画の期間 令和2年度～令和6年度

策定年月 令和2年3月

公共交通に関連する内容

⚫ 通院・買い物等の支援、お元気喫茶支援事業をはじめとした高

齢者の保健福祉支援施策により、健康寿命の増進と元気な高

齢者の交流活性化を促します。

⚫ 安全・安心の地域づくりに向けて、医療確保対策事業、急傾斜

地崩壊対策事業他の防災体制の整備、道路・桟橋の整備、公共

交通の維持（町営バス運行事業）などを計画的に図っていきま

す。
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1.位置・地勢

⚫ 上関町は、山口県南東部に位置し、瀬戸内海に面した室津半島の先端部とその南側に位置

する長島、そして長島の西側に位置する祝島、南東側に位置する八島を中心に、半島部と島

しょ部によって形成された山口県最南部の町です。

⚫ 町域面積は34.69㎢を有し、地勢は半島部の中央部に位置する標高526.3ｍの皇座山を

最高峰に、各島とも大部分が山地、急斜面地によって形成され、極めて平野部が少なくなっ

ています。

位置と地勢

第2章. 上関町の概況
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２．人口減少と高齢化の進展

⚫ 人口は平成２年からの30年で約半分となり、令和27年度には1,000人を割り込むと予測

されています。

⚫ 高齢化が急激にすすんでおり、地域別に見ると蒲井地区以南では高齢化率が60％以上と高

くなっています。

人口・高齢化の推移と将来予測

資料：国勢調査（令和２年）

高齢化率

712 506 370 262 215 173 147 124 103 86 71 58 

3,177 

2,547 

2,065 1,682 
1,489 

1,126 
874 714 567 476 377 304 

1,627 

1,792 

1,872 

1,762 

1,628 

1,504 

1,321 

1,141 978 
805 

672 
551 

5,516 

4,845 

4,307 

3,706 
3,332 

2,803 

2,342 

1,979 

1,648 
1,367 

1,120 
913 

29.5%

37.0%

43.5%

47.5%
48.9%

53.7%
56.4%

57.7%
59.3% 58.9% 60.0% 60.4%
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(2030年)

令和17年
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(2040年)

令和27年

(2045年)

0～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

（人）
実測値 推計値

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年推計）

室津地区

上関地区

戸津・中の浦地区

蒲井地区

白井田地区

四代地区

祝島地区

八島地区
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３. 人口分布

⚫ 人口は中心部の室津地区、上関地区に集中しているほか、集落ごとに一定程度の人口分布

がみられ、集落以外に人口があまり分布していないことも特徴です。

人口分布

資料：国勢調査（令和２年）

資料：国勢調査（令和２年）

地区別の人口構成比

34.1% 31.8% 12.0% 8.4% 6.9%
3.8%

2.5% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

室津 上関 祝島 戸津・中の浦 白井田 四代 蒲井 八島

(n＝2,342)
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４. 目的地となる施設の立地

⚫ 移動の目的地となる施設は室津地区、上関地区に集中しているほか、祝島や八島にも医療

機関があります。

⚫ 町内にスーパーや大きな医療機関がないため、移動ニーズの高い施設は柳井方面（ゆめタ

ウン柳井、マックスバリュー柳井、周東総合病院、柳井医療センター等）になります。

令和4年時点

施設の集積状況
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５. 観光資源と来訪者の状況

⚫ 観光資源は海岸部（中の浦海浜公園等）や山間部（皇座山展望台等）に点在しています。

⚫ 平成26年12月に「道の駅上関海峡」が開業したことで、平成27年は観光客数が前年の2

倍以上に増加しました。その後も横ばい傾向でしたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響を受けて、令和2年に町内の観光入込客数が大きく減少しました。コロナ禍後は回復傾向

にあります。

資料：山口県の宿泊者及び観光客の動向について

観光資源の分布

町内の観光入込客数

127 127 146 
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247 244 262 251 

181 189 

31 28 
34 

76 

95 103 
111 108 

81 81 
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

山口県内 山口県外（千人）

道の駅開業
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6. 高校の立地状況

⚫ 町内には高校がなく、町外の高校へ長距離の通学をすることを余儀なくされています。

⚫ 上関町内から防長バスを利用して通学しやすい高校は柳井商工高校と柳井高校の2校とな

り、それ以外の高校は、他の交通手段への乗継や、保護者等の送迎が必要になります。

⚫ 山口県教育委員会が定める『県立高校再編整備計画前期実施計画』において、「柳井地域・

周南地域において高校の再編整備の検討を進める」と位置付けられており、柳井高校や柳

井商工高校、熊毛南高校、田布施農工高校、熊毛北高校がその対象とされている旨の報道

がなされているほか、周防大島高校が山口県立大学の付属校となるなど、県立高校を取り

巻く環境が大きく変わる状況にあります。

高校の分布
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第3章. 町民の暮らしと公共交通

防長バス路線図

１. 路線バス

⚫ 防長交通が柳井駅前～上関線を運行しています。

⚫ 十三割経由とイオンタウン平生経由の２系統がありますが、運行系統としては１系統にみな

されています。

① 運行状況

② 運行本数

路線名 運行区間
運行頻度（便）

平日 土日祝日

柳井駅前～上関線

十三割経由
柳井駅発 4 4

上関発 5 6

イオンタウン平生経由
柳井駅前発 8 8

上関発 7 7

至柳井駅前

※柳井駅前～上関線は地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統補助）の補助対象系統
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③ 利用状況

⚫ 利用者数は平成29年から令和2年まで横ばい傾向でしたが、令和3年は年間利用者が前

年から20%以上減少しており、令和4年度もその傾向が続いています。

資料：防長交通

④ 収支の状況

⚫ 経常費用は年々増加しており、経常費用が経常収益を上回る状態が続いています。

⚫ 町の負担額は増加傾向にあり、令和4年度は3,039千円となっています。

資料：上関町
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路線バス 輸送人員の推移
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町営バス路線図

2. 町営バス

⚫ 白井田～柳井医療センター線、大津～中ノ浦線、四代～道の駅線の3路線が運行しています。

① 運行状況

② 運行本数

路線名 運行区間・区域
運行頻度

平日 土 日

白井田～柳井医療センター線

白井田～柳井医療センター 2.0 2.0 －

白井田～志田 2.0 2.0 4.0

白井田～道の駅 1.0 1.0 1.0

大津～中ノ浦線
大津～中ノ浦 4.5 4.5 4.5

道の駅～中ノ浦 0.5 0.5 0.5

四代～道の駅線 四代～道の駅 5.0 5.0 5.0

柳井医療センター
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③ 利用状況

⚫ 利用者数は減少傾向にあり、平成２９年度から令和４年度の間で約40％減少しています。

⚫ 道の駅や渡船場での乗車が多くありますが、どのバス停も年間600人前後（１日２人以下）

と少ない状況です。

資料：上関町

町営バスの利用者数の推移

バス停ごとの乗車人数（令和４年度）

（人）
（人）

（人）
（人）

（人）
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5,521 
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（人）
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④ 収支の状況

⚫ 経常費用は、平成30年度以降増加傾向にありますが、令和元年度からは従来の2路線から

3路線に増便したことに伴うものです。

⚫ 町の負担額は、車両を購入した令和元年度を除いても増加傾向にあり、令和4年度は

6,697千円となっています。

⚫ 町営バスの運営に係る負担金は、国の電源立地地域対策交付金が充当されています。

町営バスの収支の状況
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資料：上関町



16

3. 離島航路

⚫ 町の直営による八島～上関航路と、上関航運有限会社による祝島～柳井航路が運航され

ています。

① 運航状況

② 運航本数

路線名 運航区間
運航頻度

平日 土 日

八島～上関航路 八島～上関 3.0 3.0 3.0

祝島～柳井航路
柳井港～祝島 2.0 2.0 2.0

室津～祝島 1.0 1.0 1.0

運航経路図

祝島

八島

蒲井

室津

上関

四代

至柳井港
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③ 利用状況

⚫ 八島～上関航路の利用者は令和２年度に新型コロナウイルス感染症拡大の影響で減少しま

したが、それ以降はやや増加傾向にあります。

⚫ 八島～上関航路は室津地区の中学生が室津～上関間を通学利用しています。

⚫ 祝島～柳井航路の利用者は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で令和２年度以降は

40％以上減少し、その後は年々増加傾向にありますが、コロナ禍前には戻り切っていない

状況です。

資料：上関航運

八島～上関航路の利用者数の推移

祝島～柳井航路の利用者数の推移

資料：上関町
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（人）
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④ 収支の状況

⚫ どちらの航路も経常費用が経常収益を大幅に上回る状態が続いています。

⚫ 費用と収益の差額は、国・県・町からの補助により賄われています。

⚫ 八島～上関航路の町の負担額は令和2年度以降増加傾向にあり、令和4年度には3,573

千円となっています。

⚫ 祝島～柳井航路の町の負担額は令和3年度以降は年間11,000千円を超えており、年々増

加傾向にあります。

八島～上関航路の収支の状況

祝島～柳井航路の収支の状況

資料：上関町

資料：上関町

4,133 4,193 3,977 3,330 3,123 2,898

41,315
37,325

33,350
34,365 35,398 34,857

2,197
2,603

1,854

3,012 3,102

3,573

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

経常収益 経常費用 町負担額
（千円） （千円）

79,688

42,845 41,892
31,287 28,848 30,981

98,690

121,160 117,890 115,154 115,035

139,851

183

6,687 6,175
7,714

11,299 11,620

0

5,000

10,000

15,000

0

50,000

100,000

150,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

経常収益 経常費用 町負担額（千円） （千円）
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4. タクシー

⚫ 町内にあるタクシー事業者は１営業所で１台しかなく、令和５年１２月末より運転手がいない

状況です。

⚫ 近辺にあるタクシー営業所からは5ｋｍ以上離れており、タクシーの配車が困難な状況です。

タクシーの営業所の立地状況と5ｋｍ圏域

① 運行状況
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554 538 514 488
446

312 314

0

100

200

300

400

500

600

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

（千人）

492,572 477,936 460,246 446,644 
402,346 

306,597 314,937 

0

200,000

400,000

600,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

（千円）

② 利用者数等の状況

⚫ 輸送人員、旅客収入のいずれも減少傾向にありましたが、令和2年度以降はコロナ禍の外

出控え等によりいずれも大幅に稼働が落ち込んでいます。

柳井交通圏におけるタクシーの輸送人員の推移

柳井交通圏におけるタクシーの旅客収入の推移

資料：中国運輸局『運輸要覧』

資料：中国運輸局『運輸要覧』
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5. その他の輸送資源

⚫ スクールバスは、小中学校あわせてマイクロバス２台とワゴン車１台で町内３路線を運行し

ています。

⚫ 利用登録者数に大きな変動はなく、50人前後で推移しています。

⚫ 町の財政負担額は８００万円前後で推移しています。

スクールバスの利用登録者数の推移

① スクールバス

スクールバスに対する町の財政負担額

47 46 44 44 46 48

0

20

40

60

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（人）

7,372 7,512 7,003 
8,507 8,549 8,076 

0

5,000

10,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（千円）

⚫ 高齢者や障害のある方で、自力で車に乗降可能な方を対象とした外出支援サービスです。

⚫ 利用者は事前にチケットを購入し、利用範囲は上関町内限定です。

⚫ 利用時間が平日8時30分～17時15分、利用料金を30分以内は300円、60分以内は

600円となっています。

② 外出支援サービス たすき号

資料：広報かみのせき令和5年8月号

資料：上関町

資料：上関町
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6. その他の移動支援策

⚫ 自らの移動手段を持たない高齢者や障がい者の方の外出促進等を目的に、以下のとおり移

動支援策を実施しています。

⚫ 高校生の修学の意欲と能力の向上を高めるとともに保護者の経済的な負担の軽減を図る

目的で助成を実施しています。

施策名 担当課 施策の概要

福祉優待バス乗車証 保険福祉課 ⚫ 満65歳以上の方、障害のある方を対象に「上関町福

祉優待バス乗車証」を交付

⚫ 防長バス（柳井駅前～上関線）、町営バスを利用する

際に上関町外であれば1回300円、上関町内であれ

ば1回100円で乗車可能

心身障害者福祉タク

シー

保険福祉課 ⚫ 障害のある方を対象に、タクシー利用料金を割引する

「福祉タクシー割引証」を交付（年間24枚発行）

⚫ 乗車1回につき1枚だけ使用でき、最大1,000円割引

する

高等学校通学定期購

入費補助金制度

教育委員会

教育文化課

⚫ 高等学校及び高等専門学校に在籍する方で保護者が

上関町に住所を有し、防長交通（株）が発行しているバ

ス通学定期券を購入している方を対象に、定期券購入

費の2分の1の額を補助

その他の移動支援施策
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7. 公共交通の担い手の状況

⚫ バス事業者、タクシー事業者、航路ともに乗務員不足が深刻化しており、特にタクシー事業

者は町内のタクシー営業所がなくなることが懸念されている状況です。

交通事業者からのヒアリング結果（一部抜粋）

バス事業者
（防長交通）

⚫ 平生営業所管内では50％以上が60歳超となっており、高齢化が進ん

でいる。

⚫ 今はギリギリなんとかなっているが、5年先、10年先は分からない。

町営バス ⚫ 運転士の年齢は60歳以上が中心。

⚫ 今までは職安で採用できていたが、今後は厳しくなるかも。

⚫ 若い人は収入的に難しい。

タクシー事業者 ⚫ 高齢化が進み、運転士が不足している。

⚫ 年内あるいは年度内の廃業を検討されている。

航路 ⚫ 船員不足で、欠員がでれば募集をかけるが、なかなか見つからない

資料：ヒアリング調査結果（令和5年8月）
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8. 町民のくらし

② 通勤・通学に利用する交通手段

⚫ 通勤・通学で利用する交通手段は、「車（自分で運転）」が68.9%を占めており、防長バスは

6.7%、町営バスは3.7%、離島航路は2.2％となっています。

⚫ 通勤・通学先は上関町内が58.4％と多く、ついで柳井市が19.2％、平生町が10.4％と多

くなっている。

68.9%

15.6%

6.7%

5.2%

5.2%

4.4%

4.4%

3.7%

2.2%

2.2%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80%

車(自分で運転)

徒歩のみ

防長バス

自動二輪・原付

家族や知人の送迎

自転車

その他

町営バス

離島航路

タクシー

会社の送迎バス、スクールバス

(n=135)
※複数回答可

① 公共交通の利用状況

⚫ 各公共交通の利用頻度は、年数回程度の利用あるいは全く利用しない人の割合が８０％以

上を占めています。

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

通勤・通学先の所在地

58.4% 19.2% 10.4%
4.0%

3.2%

2.4%

1.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上関町 柳井市 平生町 光市 田布施町 岩国市 周防大島町 下松市

(n=125)

1.6%

1.0%

0.3%

1.4%

1.2%

0.3%

11.7%

6.4%

10.6%

2.7%

21.4%

12.8%

14.8%

13.1%

63.9%

78.6%

74.3%

84.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防長バス(n=429)

町営バス(n=407)

離島航路(n=358)

タクシー(n=375)

週4日以上 週2～3日程度 月2～4日程度 年数回程度 全く利用しない

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

通勤・通学先の交通手段
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③ 通勤・通学の移動状況

⚫ 通勤・通学は柳井市や平生町、田布施町との往来が見られます。上関町から町外への移動

が多く、流出超過している状況です。

⚫ 通学では近年、周防大島町の大島商船高専への進学が増えています。

通学の移動状況

通勤の移動状況
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④ 主な買い物目的の移動状況

⚫ 買い物は町内施設のほか、町内にスーパーがないため、柳井市や平生町の施設への需要が

多くあります。

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

37.0%

12.0%
14.3%

41.3%

17.8%
15.2%

11.3%
9.1%

15.9%

29.8%

24.4%

7.8%
3.1% 2.0% 3.7% 6.3% 3.1% 2.0% 1.1%

32.6%

10.5% 8.6%

37.2%

13.3% 12.1%
7.7% 5.3%

12.3%

21.6%
18.4%

7.2% 2.1% 2.3% 2.3% 5.1% 2.6% 2.1% 0.5%
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井
市
内
店
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ュ
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他
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リ
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店

マ
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田
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そ
の
他
田
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町
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商
店
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協
・
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動
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下
松
市
内
の
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光
市
内
の
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そ
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他

上関町 柳井市 平生町 田布施町 その他

最もよく行く買い物施設（n=540）

次によく行く買い物施設（n=430）

※複数回答可

主な買い物先
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⑤ 主な通院先

⚫ 通院も買い物と同様に町内への通院は多いが、柳井市（周東病院など）や平生町への移動

が多くあります。

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

17.6%
10.1%

9.2% 5.2%
1.9% 1.7% 1.5%

20.2%

11.4%

0.2%

7.5%

15.5%
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0.2%

24.7%
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療
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最もよく行く医療機関（n=466）

次によく行く医療機関（n=238）

※複数回答可

主な通院先
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⑥ 路線バス・町営バス・離島航路の改善点

⚫ 路線バス・町営バス・離島航路のいずれにおいても、困りごととして「便数が少ない」、「他の

交通手段と接続が悪い」という割合が高くなっています。

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

町営バスの改善点

離島航路の改善点

路線バスの改善点

21.1%

16.2%

9.8%

8.8%

3.4%

3.4%

2.5%

2.5%

2.5%

10.3%

50.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

便数が少ない

他の交通手段と接続が悪い

バス停まで遠い

時刻表が分かりにくい

経路が分かりにくい

乗り方が分からない

運賃が高い

行き先が分かりにくい

車両の段差などがバリアフリーになっていない

その他

使わない・困っていることはない

(n=204)
※複数回答可

26.1%

23.1%

15.0%

14.1%

6.4%

5.6%

2.1%

0.9%

0.9%

9.0%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

便数が少ない

他の交通手段と接続が悪い

バス停まで遠い

運賃が高い

時刻表が分かりにくい

車両の段差などがバリアフリーになっていない

乗り方が分からない

経路が分かりにくい

行き先が分かりにくい

その他

使わない・困っていることはない

(n=234)
※複数回答可

21.1%
16.2%

9.8%
8.8%

3.4%

3.4%

2.5%
2.5%

2.5%
10.3%

50.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

便数が少ない

他の交通手段と接続が悪い

バス停まで遠い

時刻表が分かりにくい

経路が分かりにくい

乗り方が分からない

運賃が高い

行き先が分かりにくい

車両の段差などがバリアフリーになっていない

その他

使わない・困っていることはない

(n=204)
※複数回答可



26.5%

69.3%

89.8%

64.5%

6.1%

5.6%

4.3%

23.1%

8.9%

3.1%

10.5%

44.2%

16.2%

7.1%

20.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80代(n=147)

70代(n=179)

60代(n=98)

全体(n=513)

自動車運転免許あり バイク・原付運転免許のみあり

運転免許を返納し､現在は持っていない もともと持っていない
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⑦ 運転免許証の保有状況・返納意向

⚫ 高齢者の運転免許証保有率は高いですが、80代の免許返納率は23.1％と高くなっていま

す。

⚫ 5年以内の返納意向の割合は全体的に25％以上と高いが、70代で「返納は必要だと感じ

ているが返納できない」という割合が20％程度と多くなっています。

年代別の運転免許証の返納意向

年代別の運転免許証の保有状況

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

41.8%

11.3%

3.4%

13.7%

26.6%

8.0%

1.1%

8.6%

5.1%

10.0%

2.2%

5.3%

11.4%

19.3%

4.5%

10.6%

15.2%

51.3%

88.8%

61.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80代(n=79)

70代(n=150)

60代(n=89)

全体(n=395)

すでに返納した 2～3年以内に返納しようと思っている

5年以内に返納しようと思っている 返納は必要だと感じているが返納できない

当分返納するつもりはない

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）
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⑧ 公共交通と町の財政負担に対する考え

公共交通と町の財政負担に対する考え

⚫ 「公共交通と町の財政負担に対する考え」では、「現状並みの財政支出で、改善を加えながら

サービスを維持するべき」と回答した人の割合が最も高く、81.3%を占めています。

⚫ 「財政支出を減らすべき」という意見は11.0％にとどまっています。

資料：町民アンケート調査結果（令和5年8月）

7.7% 81.3% 11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今より財政支出を増やしてサービスをより充実させるべき

現状並みの財政支出で、改善を加えながらサービスを維持するべき

サービスが低下しても、公共交通に対する財政支出を減らすべき

(n=391)
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⑨ 高校生の通学

⚫ 路線バスの改善点としては、町民アンケートと同じく「他の交通手段との接続を良くする」を

回答した人の割合が50.0%と多くなっています。

⚫ 保護者は送迎に対してやや負担に感じている割合が高く、高校生は保護者による送迎に対

して、70％以上が保護者に負担を掛けていると感じています。

資料：高校生アンケート調査結果（令和5年8月）

路線バスの改善点

「送迎」について高校生が感じる
保護者の負担感

[送迎」について保護者の負担感

資料：高校生アンケート調査結果（令和5年8月）

50.0%

12.5%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の交通手段との接続を良くする

ダイヤを分かりやすくする

バス停に屋根や椅子、トイレを設置する

乗継割引を導入する

行き先を分かりやすくする

運行経路を分かりやすくする

バリアフリー対応する

他の交通手段の運行情報が分かるようにする

バス停に駐輪場を整備する

分からない

その他 (n=8)

あまり負担

に感じない

25.0%

やや負担に感じる

75.0%

(n=4)

いつもそう

思う

14.3%

時々そう思う

57.1%

あまりそう

思わない

28.6%

(n=7)
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１. 町の現状と未来の暮らしの状況 

⚫ 人口減少、高齢化

人口減少と高齢化が進むなか、免許証返納後の生活を支える移動環境が十分とは言えない

状況です。

⚫ 買い物における町外志向

町内の買い物拠点は「道の駅上関海峡」やその周辺のみとなっており、町民の買い物は町外

が中心となっています。

⚫ 町をまたいだ高校生の通学

町内には高校がなく、高校生は周辺自治体の高校に進学しています。町内の高校生が通う高

校は再編が検討されており、今後の対応に留意が必要です。

２. 移動ニーズと公共交通の状況

⚫ 通勤・通学需要に対応する幹線交通

通勤・通学は周辺自治体への需要が多くなっています。路線バスの主たる利用は高校生の通

学となりますが、各高校ともに保護者の送迎が多く、保護者は負担を感じています。また、志

望高校の選定時に通学時の公共交通を考慮する生徒が半数存在します。

⚫ 町外への通院・買い物に対応する交通

通院や買い物は柳井市や平生町への需要が多く、防長バスや航路が担っています。

⚫ 町内の通院・買い物に対応する交通

町内の移動需要は、一般乗用タクシーおよび町営バスが担っています。

⚫ 公共交通の利用者減少

防長バス２系統の利用者は減少傾向であり、町営バス３路線の利用者数も大きく減少してい

ます。八島航路の利用者数は安定していますが、祝島航路はコロナ禍の影響で大きく減少して

います。

⚫ 公共交通に係る行政負担の増加

路線バス、町営バスともに行政負担額は年々増加しています。航路の行政負担額も増加傾向

にあります。

p.6, p.29

p.26

p.10, p.24

p.24, p.31

p.26, p.27

p.26, p.27

p.12, p.14, p.17

p.12, p.15, p.18

第4章. 上関町の地域公共交通を取り巻く現状・問題点

３. 公共交通の利用者数と行政負担
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４. 公共交通のサービス改善

公共交通の困りごととして、町民、高校生とともに、「他の交通手段との接続をよくする」が多

く、「ダイヤをわかりやすく」も多くなっています。

５. 公共交通の担い手確保と事業性向上

⚫ 公共交通の担い手不足

路線バス、町営バス、航路、タクシーともに担い手不足が大きな問題であり、長期的に見た持

続可能性が危ぶまれています。

⚫ 事業性の低下

利用者の減少に伴い、路線バス・タクシーをはじめとした民間公共交通事業者の事業性は非

常に厳しい状況にあります。

６. まちづくりとの連携

道の駅上関海峡は買い物拠点として公共交通の主な目的地であり、施設と交通の連携が必

要です。

p.27, p.30

p.2３

p.12, p.18, p.2０

p.8, p.26
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第5章. 取り組むべき課題

１. 路線バスの利便性向上

町外移動を担う防長交通による路線バスは、町民の広域移動や周辺自治体への移動に利用

されており、とりわけ高校生の通学需要が多くなっています。高校生からは「他の交通手段と

の接続性向上」、「ダイヤをわかりやすく」などが指摘されており、利便性向上に向けた改善が

必要です。

また、関係する自治体と連携して、目指すサービス水準や持続可能な環境づくり等の施策を

推進する必要があります。

問題点1, 2, 3, 4, 5, 6

2. 町営バスの利便性向上

町営バスはクルマを自由に使えない高齢者のための移動手段となっていますが、利用者は減

少傾向です。利用者のニーズに即した運行サービスの改善を行い、利便性向上を図る必要が

あります。

問題点2, 3, 4

3. 町内のタクシー事業代替サービスの検討

町内のタクシー事業者が高齢化により事業継続が困難になってきていることから、将来の町

内の個別輸送サービスの検討を進める必要があります。

問題点5

4. 航路の維持・活性化

八島、祝島の住民の生活を守るとともに、観光客や釣客の増加のために航路の運航サービス

の継続は不可欠です。持続可能な運航に向けた観光客に対する利用促進策の実施、他の交通

機関との連携施策などを検討する必要があります。

また、航路の再編についても検討していく必要があります。

問題点3, 4, 5
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6. 持続可能な公共交通事業の推進

防長交通、タクシー事業者、航路事業者ともに運転士（船員）不足が大きな問題となっていま

す。公共交通事業者を存続させるためには、魅力ある職業としての運転士の仕事を再構築す

る必要があり、行政や民間企業支援団体などの関係主体が一体となった取組の推進が必要で

す。

また、公共交通事業の事業性向上のためには、収入増加に向けた利用促進策が不可欠となり

ます。

問題点5

7. まちづくりとの連携

交通事業者のサービス向上に向けて、観光客や帰省客などの顧客満足度を高める取組を支

援する必要があります。

問題点6

5. 公共交通の利用促進

公共交通の赤字減少のための増収施策としての利用促進が不可欠となります。利用促進に

あたっては、適切な情報提供、モビリティ・マネジメントなどが進められており、上関町の交通

環境に即した施策展開が必要です。

問題点3, 5
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• 町民や来訪者全ての人が使いやすい公共交通サービスに向け
て、各種情報提供を適切に行います。

• 公共交通の乗継や待合環境について、利用しやすく快適な環境
づくりを行います。

第6章. 基本理念（めざす姿）と基本方針

１．基本理念

２．基本方針

豊かで活気あるふるさとの暮らしを支える
持続可能な公共交通

地域特性に対応した公共交通体系の構築

• 高齢者等の町外への通院や買い物需要、高校生の通学需要と
いった本町の路線バス・離島航路の主たる利用者に対応した
公共交通体系をつくり、守ります。

• 町内の拠点施設への移動を担う町営バスのサービスを改善し、
高齢者等の暮らしを支えます。

• 町内タクシー事業者に代わる個別輸送サービスの確保策の検
討を進めます。

1

みんなが利用しやすい公共交通サービスの充実2

• 持続可能な公共交通のために収益向上のための取り組みや担
い手（運転士・船員）確保策などを交通事業者まかせにするので
はなく、行政や関係機関が連携して事業に取り組みます。

• 将来的な個別輸送サービスの確保策の検討を進めます。

• 町内の拠点施設など交通に係わる多様な主体が連携・共創
し、まちづくりと交通の利便性向上施策を一体で推進します。

• 公共交通の利用者増に向けた利用促進策を実施します。

持続可能な公共交通のための連携と共創3
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3．計画で達成すべき目標

地域特性に対応した公共交通体系の構築基本方針①

目標 1-1 高齢者や高校生の町外移動の利便性を維持・改善するために周辺自

              治体と連携した路線バスサービスの継続的な改善

目標 1-2 八島・祝島住民の暮らしを支え、来訪者の利便性向上のための運行改

善、他の交通機関との連携

目標 1-3 主にクルマを自由に使えない住民の生活を支えるための町営バスの再

構築

目標 1-4 町内のビジネスや生活を支える個別輸送サービスの確保

みんなが利用しやすい公共交通サービスの充実基本方針②

目標 2-1 全ての利用者にわかりやすい公共交通情報の提供

目標 2-2 公共交通の待合・乗継環境向上

持続可能な公共交通のための連携と共創基本方針③

目標 3-1 交通事業者の収益向上に向けた新たなビジネスの構築

目標 3-2 担い手（運転士・船員）確保のための事業推進

目標 3-3 公共交通を利用した外出回数の増加

目標 3-4 町内拠点施設との連携と共創による公共交通の魅力向上
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4．将来ネットワークと公共交通の位置付け

柳井駅

蒲井

本計画で目指すべき将来の公共交通ネットワークは以下のとおりです。

四代

白井田

上関 道の駅

柳井港

幹線
防長交通 柳井駅前～上関線

支線
町営バス

イオンタウン平生

柳井医療センター

支線
航路

祝島

八島

拠

点

中心拠点
町内の中心拠点として、施設
や公共交通が集積する拠点

地区内の拠点
公民館等の地域住民が集う地
区内の拠点
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凡例と区分 各交通の役割と維持方針

幹

線

路線バス
（防長交通 柳井
駅前～上関線）

•町外への通院や通学需要をはじめとした隣接市町と
広域な移動を担う

•国の地域公共交通確保維持改善事業における地域間
幹線系統補助を受け、路線を維持する

•国の地域公共交通確保維持改善事業費補助金（車両
減価償却費等補助）を受け、車両更新等に活用する

支

線

町営バス
（定時定路線）

•町内完結の移動需要を担う
•特に固定的な需要が見込まれる時間帯を中心に運行
する

•国の電源立地地域対策交付金事業により路線を維持
する

町営バス
（非定時定路線）

•町内完結の移動需要を担う
•きめ細やかな需要が見込まれる時間帯に定時定路線
を補完する形で運行する

•国の電源立地地域対策交付金事業により路線を維持
する

航路

•主に祝島、八島と町の中心部との間の移動需要を担
う

•国の地域公共交通確保維持改善事業における離島航
路運営費等補助金により航路を維持する

•必要に応じて航路の見直しを検討する

そ
の
他
輸
送
資
源

個別輸送サービス
•幹線、支線で対応できない個別移動需要を担う
•一般乗用タクシーあるいはその代替サービスが担う

外出支援サービスたすき号 •外出支援が必要な人を対象とした移動需要を担う

※町営バスについては、路線の見直し状況等により、必要に応じて地域公
共交通確保維持事業（フィーダー補助）を受けて路線を維持する
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第7章. 目標を達成するために行う事業

目

地域特性に対応した公共交通体系の構築基本方針①

目標 事業

目標1-1
高齢者や高校生の町外移動の利便性を
維持・改善するために周辺自治体と連携
した路線バスサービスの継続的な改善

路線バスサービスの継続的な改善

目標1-2
八島・祝島住民の暮らしを支え、来訪者
の利便性向上のための運行改善、他の
交通機関との連携

持続可能な航路への再編

目標1-3
主にクルマを自由に使えない住民の生
活を支えるための町営バスの再構築

クルマを自由に使えない住民の
ニーズに即した持続可能な町内交
通体系の構築

目標1-4
町内のビジネスや生活を支える個別輸
送サービスの確保 町内のビジネスや生活を支える個

別輸送サービスの再構築

目標 事業

目標2-1
全ての利用者にわかりやすい公共交通
情報の提供 公共交通に係る情報提供の推進

目標2-2 公共交通の待合・乗継環境向上
公共交通の待合・乗継環境向上

みんなが利用しやすい公共交通サービスの充実基本方針②

目標 事業

目標3-1
交通事業者の収益向上に向けた新たな
ビジネスの構築 交通事業者の収益向上に向けた新

たなビジネスの構築

目標3-2
担い手（運転士・船員）確保のための事業
推進

担い手（運転士・船員）確保のため
の事業推進

目標3-3 公共交通を利用した外出回数の増加
公共交通の利用促進施策の展開

目標3-4
町内拠点施設との連携と共創による公
共交通の魅力向上

町内拠点施設との連携と共創によ
る公共交通の魅力向上

持続可能な公共交通のための連携と共創基本方針③

事業3

事業2

事業1

事業4

事業5

事業6

事業7

事業8

事業9

事業10
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目

地域特性に対応した公共交通体系の構築基本方針①

実施主体 上関町、防長交通、その他（周辺自治体等）

実施スケジュール 令和6年度より随時計画、実施

路線バスサービスの継続的な改善事業１

◆ 周辺自治体への通勤・通学・通院・買物目的の移動を担う路線バスについて、高校再編

等の目的地となる施設の状況、利用実態の変化、鉄道のダイヤ変更、交通事業者の意向

に対応し、適宜運行サービスの見直しを行います。

◆ 見直しに当たっては、周辺自治体及び交通事業者と連携して事業を推進します。

◆ サービス改善は、運行便数、ダイヤ、運行経路、運賃（各種割引サービス含む）等について

検討します。

◆ 広域の移動を担う柳井駅前～上関線はサービスの維持に際し、地域公共交通確保維持

事業補助金（地域間幹線系統補助、車両減価償却費等補助）を活用します。
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実施主体 上関町、上関航運

実施スケジュール 令和6年度より随時計画、実施

持続可能な航路への再編事業2

◆ 持続可能な航路及び利便性向上に向けた利用者の状況、航路事業者の意向、まちづくり

活動との連携等による状況変化に対応して運航サービスを随時構築します。

◆ 路線バスとの接続などダイヤ編成の変更にあわせて運航ダイヤの変更を行います。

◆ 町内２航路に関しては、航路の再編について検討を行います。
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実施主体 上関町、タクシー事業者、町民

実施スケジュール 令和6年度に運行計画、令和7年度に実証運行、令和8年度に本格運行

クルマを自由に使えない住民のニーズに即した持続可能な
 町内交通体系の構築

事業3

◆ 町営バスの再編を行い、定時定路線と区域運行の組み合わせを検討します。
◆ 朝夕の通学便は今後も定時定路線による運行を維持し、それ以外の便についてはルート

や便数の見直しを行います。
◆ 見直しをした町営バスを補完する交通サービスとして予約型のデマンド型交通の導入を

検討します。

デマンド型交通のイメージ
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実施主体 上関町、タクシー事業者

実施スケジュール
令和6年度に運行計画
令和7年度に実証運行
令和8年度に本格運行

町内のビジネスや生活を支える個別輸送サービスの再構築事業4

◆ 既存のタクシー事業を代替する個別輸送サービスを検討します。

◆ 町内外の事業者と連携し、ビジネスや町民の生活を支える個別輸送サービスを再構築し

ます。
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みんなが利用しやすい公共交通サービスの充実基本方針②

実施主体 上関町、防長交通、上関航運、町内拠点施設

実施スケジュール
令和６年度からGTFSデータの整備、公開
令和7年度以降は見直し状況を踏まえて更新
令和８年度より公共交通総合情報冊子作成

公共交通に係る情報提供の推進事業5

◆ 全ての公共交通の利用しやすさを向上させるために、公共交通総合情報冊子（路線図、

航路図、時刻表、運賃、利用方法、主な目的地等）を作成します。

◆ 公共交通の運行情報についてGTFSデータの整備を行い、来訪者等にもわかりやすい情報

提供を行います。

公共交通総合時刻表 表紙と路線図の事例（岩国市）

GTFSデータ整備後のGoogleでの検索イメージ



【バス停②】
町営バス／
柳井医療センター方面以外の
乗降場所

【バス停①】
防長バス／柳井方面
町営バス／柳井医療セン
ター方面
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実施主体 上関町、防長交通、上関航運、町内拠点施設、町民

実施スケジュール 令和6年度より随時計画、実施

公共交通の待合・乗継環境向上

◆ 町営バスと路線バスの乗継拠点となる道の駅上関海峡等における待合・乗継環境改善を

行います。

◆ 椅子・屋根・可能な限り室内の待合スペースを確保する等、待合環境を計画的に改善し

ます。

◆ 各航路の待合所の環境に関しても、必要な環境改善を実施します。

事業6

【バス停③】
防長バス／上関方面

①

②

③

道の駅上関海峡

室津航路待合所
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持続可能な公共交通のための連携と共創基本方針③

実施主体 上関町、防長交通、上関航運、町内観光関連主体、町内物流関連事業者

実施スケジュール 令和6年度より随時計画、実施

交通事業者の収益向上に向けた新たなビジネスの構築事業7

◆ 航路事業者やタクシー事業者の観光目的での利用者増加に向けて、新たな視点での観光

ツアー造成を行います

◆ 町営バスによる貨客混載などの付加的事業創出により、事業性を高めます。

出典：camp-fire.jp ｗebサイト 出典：Travel･Lab ｗebサイト

観光ツアー造成の
事例

生活バスでの
貨客混載の事例

出典：山口新聞 webサイト
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実施主体
上関町、防長交通、上関航運、町営バス、タクシー事業者、町内企業支援主体、
その他（周辺自治体等）

実施スケジュール 令和6年度より随時計画、実施

担い手（運転士・船員）確保のための事業促進事業8

◆ 行政と交通事業者が一体となった担い手（運転士・船員）確保のための広報宣伝を行い

ます。（周辺自治体との連携）

◆ 大型自動車第二種免許取得のための経費支援を検討します。

◆ 担い手（運転士・船員）の収入増加のための経営支援、運行委託費における人件費分の

増加を検討します。

交通事業者の合同説明会の事例

資料：尾道市

佐賀県の定住促進と組み合わせた
乗務員募集事例

資料：移住スカウトサービスSMOUT
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実施主体 上関町、防長交通、上関航運、町民

実施スケジュール 令和7年度より随時計画、実施

公共交通の利用促進施策の展開事業9

◆ 公共交通の利用促進に向けて、高校生や観光客などターゲットを明確にした各種モビリ

ティマネジメントを実施し、公共交通の利用者の増加を目指します。

◆ 外出を支援し持続可能な交通環境のために様々な運賃体系を構築します。

■バスの乗り方教室の開催

資料：出雲市交通政策課 資料：一畑バスホームページ
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実施主体 上関町、防長交通、上関航運、タクシー事業者、町内拠点施設、町民

実施スケジュール 令和6年度より随時計画、実施

町内拠点施設との連携と共創による公共交通の魅力向上事業10

◆ 町内の商業施設や飲食店、入浴施設などとタイアップした公共交通利用者に対する付加

的サービスの提供など、施設との連携と共創による公共交通の利用者増加と商業施設の

魅力向上を同時に図る施策を展開します。

◆ 町内の医療施設と連携して、公共交通のダイヤにあわせた受診時刻の予約段階での配慮

など、双方のメリットになる施策を無理なく展開します。

◆ 道の駅、公民館などの施設や交通事業者と連携し、一人暮らしの高齢者や障がい者など

の外出機会の創出を図ります。

◆ 必要に応じて町外の拠点施設等との連携も検討します。

▲生活路線バスを利用した買い物リハビリの事例 （飯南町）
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事業

実施スケジュール

R6 R7 R8 R9 R10

１．地域特性に対応した公共交通体系の構築

路線バスサービスの継続
的な改善

持続可能な運航サービス
の再編

クルマを自由に使えない
住民のニーズに即した持
続可能な町内交通体系

町内のビジネスや生活を
支える個別輸送サービス

２．みんなが利用しやすい公共交通サービスの充実

公共交通に係る情報提供
施策の推進

公共交通の待合・乗継環境
向上

３．持続可能な公共交通のための連携と共創

交通事業者の収益向上に
向けた新たなビジネスの
構築

担い手（運転士・船員）確保
のための事業促進

公共交通の利用促進施策
の展開

町内拠点施設との連携と
共創による公共交通の魅
力向上

本計画の計画期間内に実施する各事業のスケジュールを整理すると、以下のとおりとなります。

随時実施

随時実施

運行計画

GTFSデータ
の整備、公開

実証運行 本格運行

運行計画 実証運行 本格運行

冊子作成

計画・随時実施

計画・随時実施

計画・随時実施

計画・随時実施

計画・随時実施

事業１

事業2

事業3

事業4

事業10

事業9

事業8

事業7

事業6

事業5 更新
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第8章. 目標達成状況の評価

１． 評価指標の設定

本計画の達成状況を把握するため、目標ごとに評価指標と目標値を設定します。

目標1-1 高齢者や高校生の町外移動の利便性を維持・改善するために周辺自治体
と連携した路線バスの継続的な改善

評価指標① 路線バス利用者数

指標の定義 国庫補助を受けている路線バス（柳井駅前～上関線）の年間利用者数
※集計期間は補助年度（前年10月～当年9月）とします

現状値
(令和4年度） 〈路線バス〉 108,225人/年

目標値
（令和10年度）

〈路線バス〉 108,３00人/年（現状値）以上
（運行主体より変更の可能性あり）

データ取得
方法

交通事業者からの報告により上関町が把握します

目標値の
考え方

現状値以上の利用者数を目標とします

目標1-1 高齢者や高校生の町外移動の利便性を維持・改善するために周辺自治体
と連携した路線バスの継続的な改善

評価指標② 補助路線における収支率

指標の定義 国庫補助を受けている路線バス（柳井駅前～上関線）の収支率

現状値
(令和4年度）

〈路線バス〉 ５４．０％

目標値
（令和10年度）

〈路線バス〉 ５４．０％（現状値）以上
（運行主体より変更の可能性あり）

データ取得
方法

交通事業者からの報告により上関町が把握します

目標値の
考え方

燃料費や人件費の高騰、新たな移動手段導入等による費用の増分を想定
し、利用促進、持続可能性の観点から運賃値上げ等を検討し、現状以上の
収支率を目標とします
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目標1-1 高齢者や高校生の町外移動の利便性を維持・改善するために周辺自治体
と連携した路線バスの継続的な改善

評価指標③ 補助路線における行政負担額

指標の定義
国庫補助を受けている路線バス（柳井駅前～上関線）の行政負担額（町負
担額）

現状値
(令和4年度）

〈路線バス〉 3,039千円/年

目標値
（令和10年度）

〈路線バス〉 3,039千円/年（現状値）以下
（運行主体より変更の可能性あり）

データ取得
方法

行政負担額の実績を上関町が把握します

目標値の
考え方

燃料費や人件費の高騰、新たな移動手段導入等による財政支出の増加を
想定し、利用促進や運賃値上げ等による運賃収入増で過度な財政支出の
抑制を目指します

目標1-2 八島・祝島住民の暮らしを支え、来訪者の利便性向上のための運行改善、
他の交通機関との連携

評価指標④ 航路利用者数

指標の定義
〈八島～上関航路〉の年間利用者数
〈祝島～柳井航路〉の年間利用者数
※集計期間は補助年度（前年10月～当年9月）とします

現状値
(令和5年度）

〈八島～上関航路〉 9,103人/年

〈祝島～柳井航路〉 24,990人/年

目標値
（令和10年度）

〈八島～上関航路〉 10,９００人/年以上

〈祝島～柳井航路〉 25,000人/年（現状値）以上

データ取得
方法

交通事業者からの報告により上関町が把握します

目標値の
考え方

現状値以上の利用者数を目標とします
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目標1-3 クルマを自由に使えない住民の生活を支えるための町営バスの再構築

評価指標⑤ 町営バス利用者数

指標の定義 町営バス（全路線）の年間利用者数
※集計期間は当年4月～翌年3月とします

現状値
(令和4年度） 〈町営バス〉 5,521人/年

目標値
（令和10年度）

〈町営バス〉 5,600人/年（現状値）以上

データ取得
方法

交通事業者からの報告により上関町が把握します

目標値の
考え方

現状値以上の利用者数を目標とします

目標1-4 町内のビジネスや生活を支える個別輸送サービスの確保

評価指標⑥ 個別輸送サービスの充足率

指標の定義
町が実施する町民アンケートにおいて、個別輸送サービスを利用して「自由
に移動できた」と回答した人の割合

現状値
(令和5年度）

データなし

目標値
（令和10年度）

７０％以上

データ取得
方法

計画期間最終年度に実施する町民アンケートにより評価する

目標値の
考え方

個別輸送サービスの再構築により、自家用車を使えない人でも自由に移動
できる環境を目指します
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目標2-1 全ての利用者にわかりやすい公共交通情報の提供

評価指標⑦ 町民アンケートの困りごとにおける「分かりにくい」のポイント数

指標の定義
町が実施する町民アンケートにおいて、公共交通機関を利用する際の困り
ごとについて「時刻表が分かりにくい」と回答した人の割合

現状値
(令和５年度）

路線バス（防長バス） 「時刻表が分かりにくい」 ６．４％
町営バス 「時刻表が分かりにくい」 ８．８％
※現状の数値は令和5年８月に実施した「上関町民のお出かけに関する
アンケート」の結果より抜粋

目標値
（令和10年度）

路線バス（防長バス） 「時刻表が分かりにくい」 ６．０％以下
町営バス 「時刻表が分かりにくい」 ８．０％以下

データ取得
方法

計画期間最終年度に実施する町民アンケートにより評価します

目標値の
考え方

本計画で位置付ける事業により、現状より改善することを目標とします
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目標2-2 公共交通の待合・乗継環境向上

評価指標⑧ 町民アンケートの困りごとにおける「バリアフリーになっていない」・
「待合室で待つのが辛い」のポイント数

指標の定義

町が実施する町民アンケートにおいて
・路線バス（防長バス）・町営バスを利用する際の困りごとについて「バリ
アフリーになっていない」と回答した人の割合
・離島航路を利用する際「待合室で待つのが辛い」と回答した人の割合

現状値
(令和５年度）

路線バス（防長バス） 「バリアフリーになっていない」 ５．６％
町営バス 「バリアフリーになっていない」 ２．５％
離島航路 「待合室で待つのが辛い」 ７．６％

※現状の数値は令和5年８月に実施した「上関町民のお出かけに関する
アンケート」の結果より抜粋

目標値
（令和10年度）

路線バス（防長バス） 「バリアフリーになっていない」 5.0％以下
町営バス 「バリアフリーになっていない」 2.0％以下
離島航路 「待合室で待つのが辛い」 7.0％以下

データ取得
方法

計画期間最終年度に実施する町民アンケートにより評価します

目標値の
考え方

本計画で位置付ける事業により、現状より改善することを目標とします
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目標3-1 交通事業者の収益向上に向けた新たなビジネスの構築

評価指標⑨ 交通事業者の新たなビジネスの数

指標の定義 計画期間内に実施された公共交通活性化事業の数の合計値

現状値
(令和5年度）

データなし

目標値
（令和10年度）

３件以上（年間1件以上）

データ取得
方法

実績を町が取りまとめます

目標値の
考え方

令和７年度に計画し、毎年１件以上の取組を目指します

目標3-2 担い手（運転士・船員）確保のための事業推進

評価指標⑩ 新たな担い手（運転士・船員）確保に向けた取組件数

指標の定義 運転士・船員確保に向けた町（周辺自治体と連携）の取組件数

現状値
(令和5年度）

データなし

目標値
（令和10年度）

５件以上（年間1件以上）

データ取得
方法

取組件数を町が取りまとめます

目標値の
考え方

毎年運転士・船員確保の取組を周辺自治体と連携し、実施します
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目標3-3 公共交通を利用した外出回数の増加

評価指標⑪ 公共交通の総利用者数

指標の定義
防長バス（柳井駅前～上関線）・八島～上関航路・祝島～柳井航路・町営バ
スの利用者数の合計

現状値
(令和4年度）

路線バス（防長バス) 108,225人
八島～上関航路 9,103人 ※令和5年度
祝島～柳井航路 24,990人 ※令和5年度
町営バス 5,521人
合計 147,839人

目標値
(令和１０年度）

路線バス（防長バス) 108,３00人以上
（運行主体より変更の可能性あり）
八島～上関航路 10,900人以上
祝島～柳井航路 25,000人以上
町営バス 5,600人以上

合計 149,800人以上

データ取得
方法

交通事業者からの報告により上関町が把握する

目標値の
考え方

現状値以上の利用者数を目標とします

目標3-4 町内拠点施設と連携と共創による公共交通の魅力向上

評価指標⑫ 拠点施設と共創事業の数

指標の定義
計画期間内に実施された拠点施設（道の駅「上関海峡」、鳩子の湯、海の
まち診療所等）との共創事業数の合計値

現状値
(令和5年度）

データなし

目標値
（令和10年度）

年間1件（合計5件以上）

データ取得
方法

実績を町が取りまとめます

目標値の
考え方

毎年１件以上の取組を交通事業者、町内拠点施設等と連携し、実施を目
指します
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２. 計画の実施とモニタリング

⚫ 本計画の実施状況や達成状況の評価は、PDCAサイクルの考え方にもとづき、上関町地域

公共交通会議が行います。

⚫ 長期的な計画・実行が必要な施策、短期的な計画・実行が可能な施策それぞれで、施策の計

画（Plan）と実施（Do）を行います。

⚫ 毎年度定期的に施策の実施状況や目標の達成状況につい評価・検証（Check）を行い、こ

の内容を踏まえて改善（Action）を行いながら、次期施策の計画・実施へとつなげていきま

す。

⚫ なお、本計画の施策内容などは、社会環境の変化等も踏まえて、必要に応じて見直すことも

検討します。

⚫ 計画の最終年度（令和10年度）には、施策の実施状況と目標の達成状況の最終評価を行い、

次期計画の策定に向けた検討を行います。

R６年度

（２０２４）

R７年度

（２０２５）

R８年度

（２０26）

R９年度

（２０２７）

R10年度

（２０２8）

長期的な計画・実行

が必要な施策

短期的な計画・実行

が可能な施策

評価・改善

施策の計画（Plan）

実施（Do）

施策の計画・実施
（Plan・Do）

施策の計画・実施
（Plan・Do）

施策の計画・実施
（Plan・Do）

施策の計画・実施
（Plan・Do）

評価
（Check）

改善
（ Action ）

施策の計画（Plan）

実施（Do）

評価
（Check）

改善
（ Action ）

改善
（ Action ）

評価
（Check）

改善
（ Action ）

評価
（Check）

最終評価
次期計画の
検討

＜計画の管理・評価のイメージ＞

【長期的な計画・実行が必要な施策】
実施計画の検討、及び実施までの手続きに数か月～1年程度の期間を要し、その
効果を把握するのにも一定の期間が必要な施策。バス路線の見直しや予約型のデマ
ンド型交通の導入等が該当する。

【短期的な計画・実行が可能な施策】
関係者の合意があれば実施できるものなど、計画～実施～効果の把握を比較的短
期間で行うことができる施策。モビリティ・マネジメント等が該当する。
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【用語解説】

索引 用語 定義、解説

G GTFSデータ
General Transit Feed Specificationの略称。交通事業者と経路
検索等の情報利用者との情報の受け渡しのための共通フォーマット。

P PDCAサイクル

事業を計画通りに進め、その改善を図ることを目的としたマネジメント手
法の一つ。Plan（従来の実績や将来の予測などをもとに事業計画を作成
する）、Do（事業を実施する）、Check（事業が計画に沿っているかどう
かを点検・評価する）、Action（事業の改革・改善を行う）、といったこの
四段階を順次行って繰り返すことで、継続的な業務改善をしていくこと。

か 貨客混載

旅客自動車運送事業者は旅客の運送に、貨物自動車運送事業者は貨物
の運送に特化してきた従来のあり方を転換し、両事業の許可をそれぞれ
取得した場合には、乗合バスについては全国で、貸切バス、タクシー、ト
ラックについては過疎地域において、一定の条件のもとで事業の「かけ
もち」を行うことができる仕組みをいう。

き 共創
多様な立場の人たちと対話しながら、新しい価値を「共」に「創」り上げて
いくこと

く 区域運行 路線を定めず、旅客の需要に応じた乗合運送を行う運行の形態をいう。

じ 事業性 会社の事業の将来に亘っての継続性および成長性

て 定時定路線 時刻表に定められた時間で停留所より乗車する乗合バス

で デマンドバス
あらかじめ決まった時間帯に決まった停留所を回るのではなく、予約を
入れて指定された時間に指定された場所へ送迎する交通サービス

で 電源立地地域対策交付金
発電用施設の設置や運転の円滑化を図るため、電源地域の都道府県及
び市町村で実施される公共用の施設や地域住民の福祉、利便性向上を
目的とした事業に対して交付されるもの

で デマンド型交通 予約型の運行形態の乗合輸送サービス

に 2024年問題
自動車運転業務の年間時間外労働時間の上限が960時間に制限される
ことによって発生する問題の総称のこと

も モビリティマネジメント
「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを含めた多様な公
共交通手段に適度に（＝かしこく）利用する状態」へと少しずつ変えてい
く一連の取組を意味するもの。

ゆ 輸送資源
地域公共交通のみならず、自家用有償旅客運送やスクールバス、福祉輸
送等、移動や輸送に係る手段全般をいう。
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